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平成２２年度 近畿地方整備局予算概算要求の概要（重点要求事項）

■歴史･文化･風土の保全･活用

・国営飛鳥・平城宮跡歴史公園 飛鳥区域
キトラ古墳周辺地区の整備促進（直轄） ・・・・・・・・Ｐ４

■産業･経済を支える陸･海･空の交通網の強化

・阪神港スーパー中枢港湾プロジェクトの推進（直轄）・・・・・・・Ｐ３０

■持続可能な地域づくりと生活圏の形成

・円山川、淀川における
自然再生事業の推進（直轄）・・・・・Ｐ１７

平成22年度予算については、8月4日策定された「近畿圏広域地方計画」､ 「社会資本の整備重点
方針」でまとめられている近畿ブロックの将来の姿の実現に向けた事業を推進する。

以下に、Ｐ１～Ｐ４０の平成２２年度予算概算要求における重点要求事項を示す。

Ⅲ．都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり

Ⅱ．アジア・世界と人･物･情報が交流する活力ある地域づくり

Ⅰ．歴史・文化を活かした地域づくり 歴史体験学習エリア
（歴史体験ゾーン）イメージ

大阪港神戸港 阪神港の連携強化！
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■圏域内外の交流・連携の強化

・近畿自動車道紀勢線
基幹ネットワークの整備（直轄）・・・・・Ｐ２０

現存するワンド群（城北地区）

イタセンパラ
（天然記念物）

キトラ古墳周辺地区の整備イメージ

日置川IC（仮称）付近

近畿自動車道紀勢線

日置川IC（仮称）付近

近畿自動車道紀勢線

全線で工事を推進する近畿自動車道紀勢線(田辺～すさみ)

日置川ＩＣ(仮称)付近

阪神港スーパー中枢港湾

ワンドの保全・再生を進める淀川



■計画的･効率的な社会資本の維持管理や更新とICT有効活用

・河川管理施設の長寿命化対策（直轄） ・・Ｐ１６

・国道27号万代橋橋梁補修など、
高齢化する橋梁の予防的補修

による延命化（直轄） ・・・・・Ｐ２７

円山川

六方川
豊岡市街地

六方平野

破堤箇所
×

円山川浸水状況（平成16年10月）

■自然災害への的確な対応

・地球温暖化による水災害の激化への対策
（直轄・補助） ・・・・Ｐ１２

・円山川、由良川下流部など、
平成16年度災害の再度災害防止（直轄・補助） ・・・・・Ｐ１３

・和歌山下津港海岸など、津波高潮対策の推進
（直轄・補助） ・・・・Ｐ３３

Ⅴ．安全･安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

Ⅵ．ストック型社会への対応

【完成・供用予定箇所】
（治水事業）
■円山川激甚災害対策特別緊急事業

（道路事業）
■国道26号 第二阪和国道 【一部区間(L=2.8km)暫定２車線供用】
■国道161号 西大津バイパス【一部区間(L=5.6km)４車線化供用】
■国道161号 志賀バイパス 【一部区間(L=3.4km)暫定２車線供用】
■国道168号 十津川道路 【一部区間 (L=2.3km)供用】
■国道421号 石榑峠道路 【全線(L=4.5km)供用】
■国道29号 姫路北バイパス【一部区間(L=1.5km)暫定２車線供用】 など

平成２２年度近畿地方整備局完成・供用予定箇所（直轄）

■災害に対する広域的な安全性の向上

・堺泉北港堺２区基幹的

広域防災拠点整備事業の推進（直轄） ・・・・・・Ｐ３２

■暮らしやすく､安全･安心な生活環境の創出

・阪急淡路駅周辺など、連続立体交差事業、土地区画整理事業の推進（補助）・・・・・Ｐ６

Ⅳ．人々が自律して快適で豊かに暮らせる地域づくり

国道２７号 万代橋

吊り材の腐食

橋梁点検で発見された橋梁の損傷事例
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平成２２年度予算については、８月４日に策定された「近畿圏広域地方計画」及び
「近畿ブロックの社会資本の重点整備方針」でまとめられている近畿ブロックの将来の
姿の実現に向け、６つの重点戦略とそれに基づく１５の重点目標を設定し、その達成
に向けて、効果的かつ効率的な事業を推進する。

１．平成２２年度予算概算要求の基本方針

重点戦略１ 歴史・文化を活かした地域づくり
重点目標① 歴史･文化･風土の保全･活用
重点目標② 広域･国際観光圏の形成

重点戦略２ アジア・世界と人･物･情報が交流する活力ある地域
づくり

重点目標① 産業･経済を支える陸･海･空の交通網の強化
重点目標② 国内外の人･物･情報が活発に行き交う国際交流拠点

の形成
重点目標③ 圏域内外の交流･連携の強化

重点戦略３ 都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり
重点目標① 都市の魅力を高めるための賑わい空間やゆとり空間

の創出
重点目標② 持続可能な地域づくりと生活圏の形成
重点目標③ 環境負荷の低減と循環型社会の形成

重点戦略４ 人々が自律して快適で豊かに暮らせる地域づくり
重点目標① 全ての人々の行動を支えるﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの考え方

を踏まえた空間の形成
重点目標② 暮らしやすく､安全･安心な生活環境の創出
重点目標③ どこにいても基本的な生活ｻｰﾋﾞｽを享受できる地域

の実現

重点戦略５ 安全･安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり
重点目標① 自然災害への的確な対応
重点目標② 災害に対する広域的な安全性の向上
重点目標③ 重大事故やテロなどに対する危機管理体制の強化

重点戦略６ ストック型社会への対応
重点目標① 計画的･効率的な社会資本の維持管理や更新とICT

有効活用

【重点戦略と重点目標】

近畿ブロックにおける以下の現状や課題から、

・我が国を代表する歴史・文化資産が集中。
・世界最高水準の大学・研究機関が集積。また、歴史的にも経済的にも東アジアとのつながりが深い。
・都市・農山漁村・自然が適度に分散しており、人と自然の持続的な共生を目指す取組が進展。
・過去の経験と教訓を活かした防災、復旧・復興に関する先進的な対応を有しているとともに、東南海・
南海地震など様々な激甚災害の危険性を抱える。
・人口減少・高齢化の進展。
・素材産業等の立地が急速に進むなど臨海部の優位性が見直されつつあるが、 「100年に一度」とも

言われる危機に直面し、世界的な景気後退が生じている。
・急速な経済成長が進む中国など東アジア地域の台頭。
・予防保全の考えに立った計画的・効率的な社会資本の維持・管理などを着実に進めることが必要。

【近畿ブロックの目指すべき将来の姿】

―１―

歴史・文化に誇りとこだわりを
持って本物を産み育む圏域

多様な価値が集積する日本のもう多様な価値が集積する日本のもう
一つの中心圏域一つの中心圏域

アジアをリードする世界に冠たるアジアをリードする世界に冠たる
創造・交流圏域創造・交流圏域

人と自然が共生する持続可能な世人と自然が共生する持続可能な世
界的環境先進圏域界的環境先進圏域

都市と自然の魅力を日常的に享受で都市と自然の魅力を日常的に享受で
きる圏域きる圏域

人々が自律して快適で豊かに暮ら人々が自律して快適で豊かに暮ら
せる高福祉圏域せる高福祉圏域

暮らし・産業を支える災害に強い暮らし・産業を支える災害に強い
安全・安心圏域安全・安心圏域



２．近畿ブロックの目指すべき将来の姿を実現するための重点戦略

Ⅰ．歴史・文化を活かした地域づくり

①歴史･文化･風土の保全･活用
・国営飛鳥・平城宮跡歴史公園 飛鳥区域 キトラ古墳周辺地区の整備促進（直轄）
②広域･国際観光圏の形成
・近畿自動車道紀勢線など、基幹ネットワークの整備（直轄）

Ⅱ．アジア･世界と人･物･情報が交流する活力ある地域づくり

①産業･経済を支える陸･海･空の交通網の強化
・近畿自動車道紀勢線など、基幹ネットワークの整備（直轄）(再掲）
・産業・経済を支える幹線道路網の整備（第二阪和国道）（直轄）
・阪神港スーパー中枢港湾プロジェクトの推進（直轄）
・舞鶴港前島地区など、既存ストックの有効活用による地域経済の活性化への支援（直轄）
②国内外の人･物･情報が活発に行き交う国際交流拠点の形成
・ＪＲ東海道線支線（大阪駅北付近）連続立体交差事業（補助）
③圏域内外の交流･連携の強化
・近畿自動車道紀勢線など、基幹ネットワークの整備（直轄）(再掲）

Ⅲ．都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり

①都市の魅力を高めるための賑わい空間やゆとり空間の創出
・まちづくり交付金（ＪＲ奈良駅周辺地区）（補助）
・都市公園の整備（和歌山県営紀三井寺公園）（補助）
・地域の魅力・活力を向上させる地域連携事業（かわまちづくり支援制度）（補助）
②持続可能な地域づくりと生活圏の形成
・円山川、淀川における生態系の保全を促進する自然再生事業（直轄）
・近畿自動車道紀勢線など、基幹ネットワークの整備（直轄）(再掲）
・尼崎運河再生による魅力あるみなとづくりの推進（みなと振興交付金）（補助）
・宮津港など、海域環境創造・自然再生等事業、侵食対策事業（海岸）の推進（補助）
③環境負荷の低減と循環型社会の形成
・下水道処理場の整備（竜華水みらいセンター、なわて水みらいセンター）（補助）

・大阪湾フェニックス事業の推進（補助）
・地球温暖化対策としての既存庁舎等のグリーン改修の推進（直轄）

【重点目標と主要事業】

【重点目標と主要事業】

【重点目標と主要事業】

―２―

など

など

など



①計画的･効率的な社会資本の維持管理や更新とICT有効活用
・地域住宅交付金（ＰＦＩによる市営長曽根団地・深井中町団地建替等事業）（補助）
・河川管理施設の長寿命化対策（直轄）
・国道27号万代橋橋梁補修など、高齢化する橋梁の予防的補修による延命化（直轄）
・港湾施設の戦略的維持管理の推進（直轄・補助）

①自然災害への的確な対応
・住宅・建築物の耐震化（補助）
・地球温暖化による水災害の激化への対策（直轄・補助）
・円山川、由良川下流部など、平成16年度災害の再度災害防止（直轄・補助）
・堤防の信頼性向上・まちづくりと一体となった高規格堤防の整備（直轄）
・洪水被害から流域住民の暮らしを守るダム建設事業等（直轄・補助）
・近畿自動車道紀勢線など、基幹ネットワークの整備（直轄）(再掲）
・国道9号京都西共同溝、災害に強いライフラインの構築（直轄）
・大阪国際空港の整備（直轄）
・和歌山下津港海岸など、地震防災対策推進地域等における津波･高潮対策の推進
・大阪湾ゼロメートル地帯等における浸水被害対策の推進（補助）
②災害に対する広域的な安全性の向上
・防災公園の整備（大阪府営寝屋川公園、兵庫県営淡路佐野運動公園等）（補助）
・密集市街地の整備改善（補助）
・都市計画道路 山手幹線の整備事業（補助）
・下水道ネットワーク幹線の整備（補助）
・近畿自動車道紀勢線など、ネットワークの整備（直轄）(再掲）
・堺泉北港 堺２区 基幹的広域防災拠点整備事業の推進（直轄）
・防災拠点となる既存庁舎等の耐震改修の推進（直轄）
③重大事故やテロなどに対する危機管理体制の強化
・海洋環境整備事業の推進（瀬戸内海）（直轄）

Ⅴ．安全･安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

【重点目標と主要事業】

Ⅵ．ストック型社会への対応

―３―

Ⅳ．人々が自律して快適で豊かに暮らせる地域づくり

①全ての人々の行動を支えるﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの考え方を踏まえた空間の形成
・国道２号新在家横断歩道橋整備事業など、バリアフリー化の推進（直轄）
・高度なバリアフリー化を目指した官庁施設整備の推進（直轄）
②暮らしやすく､安全･安心な生活環境の創出
・阪急淡路駅周辺（連続立体交差事業、土地区画整理事業）（補助）
・国道29号田井地区歩道整備事業など､通学路等における安全･安心な歩道空間の創出
③どこにいても基本的な生活ｻｰﾋﾞｽを享受できる地域の実現
・国道421号石榑峠道など、地域の生活を支える幹線道路の整備（直轄）

【重点目標と主要事業】

【重点目標と主要事業】

など

など

など

（直轄・補助）

（直轄）



国営公園の整備

国営飛鳥・平城宮跡歴史公園 飛鳥区域 キトラ古墳周辺地区の整備促進

【位置】

歴史・文化を活かした地域づくり

国営飛鳥歴史公園の新規整備地区（平成１３年３月１６日閣議決定）として現在整備中の

キトラ古墳周辺地区について整備を進めていきます。

当地区では、歴史体験学習エリアや歴史的風土保全活用エリアを中心に、キトラ古墳な

どを通じて体験的にわかりやすく歴史を学べる場の創出や飛鳥の歴史的風土を味わいな

がらゆったりと過ごせる空間の整備を行います。

平成２２年度は、早期完成を目指し、風景保全鑑賞ゾーン（檜隈寺跡周辺環境保全エリ

ア）の園地整備や歴史体験学習エリアや歴史的風土保全活用エリアにおいて調整池整備

を行います。

檜隈寺周辺環境保全エリア
（風景保全鑑賞ゾーン）イメージ

歴史的風土保全活用エリア
（生活体験ゾーン）イメージ

歴史体験学習エリア
（歴史体験ゾーン）イメージ

←キトラ古墳周辺地区

Ⅰ．都市・住宅関係

―４―



連続立体交差事業（ＪＲ東海道線支線（大阪駅北付近））

西日本最大のターミナル・大阪駅に隣接する大阪駅北地区（梅田貨物ヤード跡地）において、
関西の交流・情報発信等の都市型中核拠点の形成に向け、第１期先行開発区域（７ｈａ）を行っ
ており、第２期開発区域（１７ｈａ）は「環境」をテーマに、まちづくりを行う方針が決まっています。
この第２期開発区域で、ＪＲ東海道線支線約２．３ｋｍの鉄道を地下化することにより、踏切を
除却、都市内交通の円滑化、分断された市街地を一体化による都市の活性化を目的に、連続
立体交差事業を行います。
すでに、平成２１年度に着工準備採択されて、都市計画決定および事業認可取得に向けた
調査・設計を実施していますが、平成２２年度から事業着手に向けた調査・設計等を行っていき
ます。

アジア･世界と人･物･情報が交流する活力ある地域づくり

【H22予定】
事業着手に向けた調査・設計等を
行っていきます。

大
阪
駅

←淀 川

第１期先行開発区域（約７ha）
第２期開発区域
（約１７ha）

ＪＲ
東
海
道
線
支
線
地
下
化
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駅周辺のまちづくり事業

（連続立体交差事業・土地区画整理事業・街路事業・まちづくり交付金事業）

人々が自律して快適で豊かに暮らせる地域づくり

「開かずの踏切」等による交通渋滞や踏切事故の解消するとともに、鉄道により分断され
た市街地の一体化等を図るため、連続立体交差事業等を緊急かつ重点的に推進します。

阪急電鉄京都線・千里線の連続立体交差事業は、17ヶ所の踏切を除却し、道路交通の円
滑化、踏切事故の解消を図るとともに、鉄道により分断されている市街地の一体化を図ると
ともに、淡路駅地区において土地区画整理事業で駅前広場、幹線道路及び公園等の整備
を行うことで、交通の円滑化と安全で快適な歩行者空間の確保、並びに防災性の向上など
を図っていきます。

【連続立体交差事業】
◆近畿管内の連続立体交差事業は、２１事業（うち、４事業が着工準備採択）が実施中
◆土地区画整理事業等を組み合わせて一体で整備している事例として、阪急淡路駅周辺事

業の他に、ＪＲ福井駅、ＪＲ姫路駅、ＪＲ奈良駅などがあります。
◆ このうち、ＪＲ姫路駅、ＪＲ奈良駅が、Ｈ２２年度に完了を予定しています。

【土地区画整理事業】
◆建物移転補償、埋設管工事等
【街路事業】
◆事業の促進を図る。西淡路南方線は、Ｈ２２年度供用を目指します。
【まちづくり交付金事業】
◆淡路周辺地区２期（仮称）を、Ｈ２２年度から実施の予定。

阪急淡路駅周辺（連続立体交差事業・土地区画整理事業・街路事業・まちづくり交付金事業）

東
海
道
新
幹
線

東
海
道
本
線

阪
急
京
都
線

淀 川

東
淀
川
駅

神崎川阪
急
千
里
線

柴
島
駅

西
淡
路
南
方
線

歌島豊里線

新
庄
長
柄
線

淀川北
岸線（菅

原）

Ｊ
Ｒ
城
東
貨
物
線

阪急京都線連続立体交差事業 L=3.3km
阪急千里線連続立体交差事業 L=3.6km
淡路駅周辺土地区画整理事業 8.9ha
街路事業（歌島豊里線、新庄長柄線、淀川
北岸線（菅原）、西淡路南方線等）
まちづくり交付金事業

（淡路周辺地区：91ha）

上
新
庄
駅

新大
阪駅

崇
禅
寺
駅

下
新
庄
駅

淡
路
駅
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公営住宅の建替え等の推進

本格的な高齢化社会の到来を迎え、セーフティーネットとしての住宅ストックを確保すること
が急務です。
地域住宅交付金により、公営住宅の建設や面的な居住環境整備など地域における住宅施
策を自主性と創意工夫を活かしながら総合的かつ計画的に推進する事業を支援しております。
現在100地区の計画があり、平成22年度も引き続き支援していく予定です。

地域住宅交付金（PFIによる市営長曽根団地・深井中町団地建替等事業）堺市
深井中町市営住宅整備（完成イメージ図）

【H22完成予定】
市営住宅建設（２００戸）

堺市では、PFIにより民間事業者の資金や技術力等を活用した市営住宅の建て替えを行い、
市営住宅ストックの円滑な更新を行っています。

ストック型社会への対応

まちづくり交付金事業

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまちづくり・すまいづくりを実
施し、地域住民の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を目指します。
まちづくり交付金は、平成２１年度１５６地区のまちづくりを支援しており、平成２２年度にお
いては、新たに１７地区の要望を予定しています。
ＪＲ奈良駅周辺地区では、ＪＲ奈良駅周辺や三条通における歩行者ネットワークの強化や、
旧ＪＲ奈良駅舎を移設し、観光交流施設として活用を図るなど、古都奈良の玄関口であるＪＲ
奈良駅を中心とした街の質の向上と、観光・市民交流と賑わいの拡大を目指します。

まちづくり交付金（ＪＲ奈良駅周辺地区）【Ｈ２２予定】ＪＲ奈良駅東口駅前広場整備、
三条線整備等

都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり

ＪＲ奈良駅東口駅前広場整備（完成イ
メージ）

旧奈良駅舎を活用した観光交流施設

老朽化した公営住宅
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地震時に大きな被害（特に大火）が生じる可能性の高い重点密集市街地を中心に、災害時
の被害軽減のため、区画道路の整備、老朽建築物の建替え等を促進します。
住宅市街地総合整備事業(密集型)は、現在３０箇所が整備されており、平成２２年度も引き
続き支援していく予定です。

密集市街地の整備改善

門真市北部地区
整備前 整備後

【Ｈ２２予定】老朽建築物等の除去、道路、公園整備等

門真市北部地区は、高度経済成長期に木造密集市街地が形成され、狭隘道路による緊急車
両の進入が困難で、防災上の問題が心配されています。
そのため、住宅市街地総合整備事業により避難路となる道路や公園、住宅の整備を行い、安
全な市街地の形成を図ります。

安全･安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

住宅・建築物の地震の際の倒壊等による被害の軽減を目的に、住宅（戸建住宅、マンショ

ン等）・建築物（学校・避難所等）の耐震診断、耐震改修等の実施を支援しています。

平成１８年に策定された「建築物の耐震診断及び耐震改修を図るための基本的な方針」に

より、住宅・建築物等の耐震化が必要な建物を平成２７年迄に耐震化率を９割整備すること

としており、平成２２年度も引き続き支援していく予定です。

住宅・建築物の耐震化の推進

安全･安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

戸建住宅の耐震改修事例

筋かいの設置

学校の耐震改修事例

鉄骨ブレースの設置

―８―



都市公園・防災公園の整備

東南海・南海地震などの地震が発生した場合でも、国民の安全と安心の確保の観点から、都市の
防災機能の向上を図るため、防災公園の整備や住宅・建築物の耐震化支援などの事業を推進しま
す。
寝屋川公園（大阪府）では、災害時活用上、広域避難、食料物資の備蓄、災害対策要員の集結・

宿営、救援物資の集積、配送機能を担う公園の整備を進めます。（平常時は大阪府下のスポーツ・
レクリエーション、また芝生広場や樹林地などのレクリエーションの場となる公園として機能します。）

淡路佐野運動公園（兵庫県）は、淡路島における広域レクリエーション機能の充実を図る主要な施
設として整備を進め、災害時には、淡路市地域防災計画における広域避難地として、Ｈ２２年度に
完成することとしています。

防災公園の整備

安全･安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

【H22予定】南地区基盤整備 等

【H22予定】

第３種陸上競技場整備、実施設計等

歴史・文化を活かした地域づくり

【H22予定】園路広場整備等
淡路佐野運動公園（兵庫県）

国家的イベント等の会場となる公園の整備 紀三井寺公園（和歌山県）

都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり

寝屋川公園（大阪府）

和歌山県においては、平成２７年度に第７０回国民体育大会開催を目指しており（現在、申
請の準備中）、それに合わせた県内都市公園の新規施設整備や既存公園施設の再整備が急
務となっているところです。

紀三井寺公園（和歌山県）においては、開閉会式や陸上競技、硬式野球を競技予定しており、
平成２２年度より既存グラウンド等の再整備に着手します。
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下水道事業

都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり

安全･安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

下水処理場の整備によって、生活環境の改善、地域の活力再生等に寄与するとともに、下
水処理水の多様な用途への再利用を図り良好な水環境の創出を図ります。

大阪府では、寝屋川流域において｢竜華水みらいセンター｣と｢なわて水みらいセンター｣の
２つの下水処理場をH22年内に完成させる予定です。｢竜華水みらいセンター｣は、完全地下
化し、駅前土地区画整備事業と連携して処理場上部の有効利用を図ることとし、下水処理水
は高度処理され市内を流れるせせらぎ水路やトイレ用水等に再利用を図るなど、地域再生と
しても期待されています。

ネットワーク幹線事業計画図

ネットワーク幹線
整備イメージ
(総延長41km） 

 

地震時における下水道が最低限有すべき機能を確保するための耐震化等を緊急的に推進し
ています。

神戸市では、阪神･淡路大震災を教訓に、災害に強い下水道システムの構築に取組んでい
ます。ネットワーク幹線は市内5つの処理場をシールド幹線で連結することにより、1つの処理
場が被災してもこの幹線を活用することで他の処理場での代替処理が可能となるものです。
Ｈ２２年度は垂水ネットワークポンプ場の完成をさせ供用開始を行います。

（竜華水みらいセンター）
【H２２予定】機械・電気設備工事等

（なわて水みらいセンター）
【H２２予定】機械・電気設備工事等

垂水ネットワークポンプ場

下水処理場の整備

ネットワーク幹線の整備
【H22予定】垂水ネットワークポンプ場整備等
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【完了予定事業】

当該路線は、大阪府から尼崎市、西宮市、芦屋市を経て、神戸市へ至る延長約２９．５ｋｍに

及ぶ阪神間の東西主要幹線道路です。当計画は昭和２１年に都市計画決定された戦災復興

事業で、事業実施は各市毎に進められてきており、平成２２年度にこの芦屋工区が完成するこ

とにより、全線供用されることになります。

これにより、地域の基幹道路となるともに、阪神間の広域ネットワークの強化が図られ、震災

時に明らかになった課題である、国道２号、国道４３号とともに都市圏の防災に資する幹線道路

網が形成されることになります。

安全･安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

※山手幹線暫定供用区間の写真

山 手 幹 線 延長＝約２９．５ｋｍ

未開通区間 Ｌ＝４５３ｍ

【Ｈ２２実施予定】
芦屋川の地下横断工区の完成を図ります。
・仮設構造物の撤去
・舗装
・標識等道路付属物の整備 等

―１１―
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地球温暖化による水災害の激化への対策

水災害による犠牲者ゼロを目指して、住民の避難活動の円滑化等を図るため、水災害予報セン
ターにおいて高性能レーダ（Xバンドレーダ）の運用など、局地的豪雨の監視・予測の高度化に取り
組みます。
また、地球温暖化に伴う気候変化により、洪水の増大等の水災害の激化が懸念されているため、
計画を上回る大規模洪水や局地的集中豪雨等への適応策を、関係機関と協力しつつ立案します。
さらに、ヒートアイランド現象の緩和に資する都市内の水辺空間確保など、地球温暖化の緩和策にも
取り組んでいきます。

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

詳細な降雨量分布の監視
250mメッシュで局所的豪雨の状況を詳細かつ的確に監視

リアルタイム降雨情報の発信
10～20分間で急速に発達する豪雨に対し、1分程度毎に最新
情報を提供、河川管理に活用

淀川
大阪城

大阪駅

新大阪駅

天王寺駅

神崎川

尼崎駅

低平地に広がる大都市大阪低平地に広がる大都市大阪

過去過去100100年間の年降水量の推移（年間の年降水量の推移（19001900～～20062006年）年）
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年毎の降水量の変動幅が増大する傾向

河川整備計画 進捗点検

河川整備計画の進捗は、ＰＤＣＡ

サイクルを用いて点検し、より効率

的、効果的に目標の実現を図るとと

もに、必要に応じて計画の変更を行

います。

淀川水系における河川整備計画の進捗点検（試行）

Ⅱ．治水関係

河川整備計画

実施

進捗点検に
関する報告書
（案）

進捗点検に
関する報告書
の作成

流域委員会の
意見

必要に応じて法定手続きに則り
計画の変更を行う

Plan

Do

Check

Action

神戸市
大阪市

堺市

※人工物による遮蔽を橙色域で示す。（遮蔽域は重点観測地区外となるように考慮）

六甲
田口

鷲峰山

葛城

：Ｘバンドレーダ設置箇所

京都市

Xバンドレーダ
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円山川、由良川下流部など、平成16年度災害の再度災害防止

円山川

六方川

豊岡市街地

六方平野

破堤箇所×

円山川激甚災害対策特別事業の事業効果

650億円の投資で
約2,320億円の被害軽減

事業実施後：

想定被害額
約430億円

事業実施後の想
定被害額

再度災害
防止費用

台風23号での
被害額

被害額

約2,750億円

事業費：

650億円

激特事業の効果：

約2,320億円
相当

円山川浸水状況（平成１６年１０月）

平成２２年度は平成１６年１０月の台風２３号により甚大な被害が発生した円山川、加古川、
洲本川の再度災害防止を目的とした河川激甚災害対策特別緊急事業を完成させます。
また、同洪水で被災した由良川については、地域と連携を図りつつ水防災対策を平成２６年
度の完成を目標に推進します。

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり
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約４２％

約９４％

約９５％

約９２％

平成２１年度まで
の進捗状況

約950戸

福知山市の河守、千原・
尾藤、北有路、南有路、
公庄地区、二箇、三河、
舞鶴市の水間・中山、志
高、大川地区、上東、桑
飼下、における輪中堤整
備

１８地区輪中堤、宅地
嵩上げ

由良川下流部緊急
水防災対策（直轄）

約2,700戸
河床掘削、橋梁改築、
堤防整備、井堰改築

河道掘削、橋梁改築、
堤防整備

洲本川激特事業
（補助：兵庫県）

約1,000戸
河道掘削、橋梁改築、河道掘削、橋梁改築、

堤防整備
加古川激特事業
（補助：兵庫県）

約3,700戸橋梁改築、内水対策
河道掘削、橋梁・堰改
築、堤防整備、内水対
策

円山川激特事業
（直轄）

解消床上浸水
家屋数（戸）

平成２２年度の整備予定事業内容河川名



A

B

A

B

堤防の信頼性向上・まちづくりと一体となった高規格堤防の整備

③優先対策区間の対策状況

0

既存堤防の安全を確保するため、平成14年度から浸透に対する安全性の調査を国管理区間
約735kmの既設堤防を対象に実施し、平成19年度末までに完了。
平成22年度は、堤防裏法面が崩れやすく、かつ被災履歴のある優先対策区間を中心に対策
を実施します。

②堤防強化施工事例（ドレーン工法）

木津川での対策事例

①詳細点検結果と対策実施延長

点検の結果、約264km（約36%）堤防強化が必要であり、
平成21年3月までに約40kmの対策が完了。

スーパー堤防整備範囲イメージ

一体整備区間

一体整備区間

都市再生プロジェクト
『新たな環状道路との一体整備』

大阪都市再生環状道路

一体整備区間一体整備区間

一体整備区間一体整備区間

都市再生プロジェクト
『新たな環状道路との一体整備』

大阪都市再生環状道路大阪都市再生環状道路

人口・資産が高度に集積した大阪平野を堤防の決壊による壊滅的被害から未然に防ぐた
め、沿川のまちづくりにあわせて、市街地側に盛土を行い、幅の広い堤防（高規格堤防）の整
備を行います。
平成２２年度は引き続き、都市再生プロジェクトを推進し、関西のミッシングリンク解消に向
けて、環状道路の一部となる阪神高速大和川線・淀川左岸線と一体的に整備する区間を重点
的に進めます。

地盤の低い地帯が地盤の低い地帯が
広がる大阪平野で広がる大阪平野で
は、堤防の決壊には、堤防の決壊に
より壊滅的被害がより壊滅的被害が
発生します。発生します。

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

Ａ

Ｂ

淀川

【凡 例】
（基準点：O.P ０ｍ）
－１ｍ以下 赤色
－１ｍ～０ｍ オレンジ
０ｍ～１ｍ 黄色
１ｍ～２ｍ 緑色
以上１ｍごとに変化

大阪府域の地盤高さ

高規格堤防と大和川線を一体的に整備するこ
とにより、堺市中心部を含めた約１，０００ｈａの氾
濫被害が解消。

大和川線
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円山川

揖保川

加古川

木津川下流

野洲川

瀬田川

淀川・宇治川

対策必要区間

H21実施見込み

対策実施済

優先対策区間7.9kmのうち、
1.6kmの対策が未実施。

（H21年度末見込み）

未対策区間
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●大戸川ダム （淀川水系大戸川）
淀川、宇治川、大戸川の水害を軽減するため洪水調節専用目的の流水型ダムとして計画していま
す。
淀川水系河川整備計画に基づき、ダム本体工事については、中・上流部の河川改修の進捗状況
とその影響を検証しながら実施時期を検討することとします。また、これまで進捗してきた準備工事
である県道大津信楽線の付替工事については、交通機能を確保できる必要最小限のルートとなる
よう見直しを行うなど徹底的にコストを縮減した上で継続して実施していきます。
平成22年度は、県道付替工事の進捗を図ります。

●天ヶ瀬ダム再開発 （淀川水系宇治川）
淀川、宇治川の水害を軽減するための洪水調節、琵琶湖周辺の洪水防御、京都府南部の水道

用水の供給及び発電を目的として事業を推進します。
平成22年度は、工事用道路の進捗及びトンネル式放流設備の設計等を実施します。

●大滝ダム （紀の川水系紀の川）
紀の川沿川地域の水害を軽減するための洪水調節、水道用水および工業用水の供給、河川の本

来持っている機能の維持、水力発電を目的として平成24年度完成に向けて事業を実施しています。
平成22年度は、大滝地区および迫地区の地すべり対策を引き続き実施します。

大滝ダム本体大滝ダム位置図

洪水被害から流域住民の暮らしを守るダム建設事業等

●足羽川ダム （九頭竜川水系部子川）
九頭竜川、日野川、足羽川の下流域における水害を軽減

するため洪水調節専用目的の流水型ダムとして計画してい
ます。ダム本体と併せて他流域の4河川の洪水を導水する
ための分水施設および導水路を整備することとしています。
平成22年度は、用地取得に着手し、生活再建の対策を進
めるとともに、ダム本体・付替道路等の設計を実施します。

―１５―

ダム事業は、河川改修とあいまって洪水を貯留することにより、下流の水位低下を図るとともに、
貯留した水による安定的な都市用水の供給・発電を行い、安全・安心な生活を支えます。

足羽川ダム位置図

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

●上野遊水地（淀川水系木津川上流）
上野盆地の常習的な湛水被害を防ぐべく、出水時に一時的に洪水を湛水させ、氾濫区域を縮小さ
せることを目的として遊水地の整備を実施しています。
平成22年度は、引き続き新居・小田・木興遊水地の整備を推進します。



効率的・効果的な維持管理の実現を目指して、ＰＤＣＡサイクルを用いて点検・整備を行い、老朽化
への対応が課題となっている河川管理施設の修繕において、長寿命化対策を実施することによりライ
フサイクルコストの低減を図ります。

六甲山系における砂防施設の整備

六甲山系砂防事業では、六甲山からの土砂流出をコントロールし、人口と資産の集中した都市域を

土砂災害から保全することを目的に実施しています。

平成２２年度は、災害時要援護者施設や重要交通ネットワークを保全する砂防施設を中心に整備を

実施します。また既設砂防施設の補強、補修等による機能の追加、延命などに関する整備を進めます。

■整備予定の砂防施設例

桜ヶ丘堰堤（H２２完成予定）
保全対象 ： 災害時要援護者施設（2箇所）、人家（1,108戸）
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約５８％
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河川管理施設の長寿命化対策

ストック型社会への対応

京都市

老朽化の進んだ河川管理施設老朽化の進んだ河川管理施設 対策を施した河川管理施設対策を施した河川管理施設

●河川管理施設を正常に機能させるため、定期的な点検・整備を行っています。
●点検結果を基に、計画的な設計・維持修繕を行っています。
●河川管理施設の信頼性を確保しつつ、コスト縮減を実施して維持修繕しています。

毛馬排水機場のゲート設備の場合毛馬排水機場のゲート設備の場合

改善内容

・部材の材質

※損耗の激しい部材の材質を腐食に強いSUSに変更することで、維持修繕に係るコストを縮減。

山麓部に近接した都市域

桜ヶ丘堰堤
（計画）

県道９５号

市立桜ヶ丘保育所

若草幼稚園

凡例
整備率 50%未満

50～75%未満
75%以上



【淀川水系での取り組み】
淀川のワンドは、河川改修などにより減少し、近年、イタセンパラ稚魚調査で稚魚が確認されていない
状況です。イタセンパラを含め在来種にとって望ましい生息環境の復元を目指します。
平成22年度は平成21年度に引き続き、ワンドの造成、モニタリングを実施し、平成29年度の完成に向
けてワンドの保全・再生を進めます。

生態系の保全を促進する自然再生事業

都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり

イタセンパラが
確認されなくなっ
た一方、外来種
が多く確認され
ています。

イタセンパラ
（天然記念物） 平成 １ ９年

からの１０年
でワンド数
の倍増を目
指します。

Ｓ５０頃Ｈ１０ Ｈ２０ H２９

約１３０個

３４個
５５個

約９０個

ワンド個数の推移

現存するワンド群（城北地区）

城北ワンド群全域で確認された
イタセンパラ仔稚魚総個体数の経年変化
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４６個

Ｈ１９

平成１９年７月３１日
自然界で４３年ぶり誕生の幼鳥の巣立ちが実現
（自然界での巣立ちは４６年ぶり）

※H21年７月現在では豊岡盆地における自然界の
コウノトリは３４羽。

湿地再生面積の推移
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約50％増

出石川

円山川

約１５ｈａ

出石川加陽地区湿地再生予定箇所

【円山川水系での取り組み】
円山川流域では、国の天然記念物であるコウノトリと人が共生できる地域づくりを目指し、官民一体
となった取り組みを進め、野生復帰実現のための環境整備を進めています。
平成22年度は、出石川加陽地区において大規模湿地の再生を平成21年度に引き続き実施します。

湿地整備による整備効果 （生物確認種数の推移（底生動物））
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地域の魅力・活力を向上させる地域連携事業（かわまちづくり支援制度）

都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり

住民・市町村等と河川管理者が連携して、まちづくりと一体となった河川空間の創出や良好な河川空間
を創出する「かわまちづくり支援制度（平成２１年度創設）」などの地域連携事業を推進します。

事業前 事業後

［Ｈ２１年度かわまちづくり支援制度認定箇所］

地域の活性と
観光資源の創出

地域の
歴史・文化

【市】
公園整備等

【国】
河川整備

［瀬田川かわまちづくりの実施事例］
地域の歴史、文化遺産や、大津市が整備した公園などを結ぶ散策路整備を行います。

琵琶湖

琵琶湖位 置 図

瀬田川上流

滋賀大学

石山中学校

石山小学校

南郷小学校

【石山寺】

【観光船】

瀬田川洗堰操作分室
【ｱｸｱ琵琶】

【瀬田の唐橋】 【船幸祭】
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大和郡山市かわまちづくり佐保川大和川大和郡山市奈良県

南山城村地区かわまちづくり木津川淀川南山城村京都府

橋本地区かわまちづくり紀の川紀の川橋本市和歌山県

新宮地区かわまちづくり
熊野川
市田川

新宮川新宮市和歌山県

今宿・中広瀬地区かわまちづくり揖保川揖保川宍粟市兵庫県

瀬田川かわまちづくり瀬田川淀川大津市滋賀県

計画名河川名水系名申請主体都道府県名
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事業着手時 事業実施後

床下

床上

大谷川床上浸水対策特別緊急事業

大谷川では、平成16年8,9月の台風16,18号により、多くの浸水被害を受け、特に台風16号で
は、家屋被害237戸（床上浸水90戸、床下浸水147戸）の被害を受けました。
この災害を受け、再度災害防止を目的に床上浸水対策特別緊急事業が採択され堤防、遊水池
及び排水機場の整備等を実施し、平成２２年度完成を予定しています。

大谷川

●整備平面図

●平成16年8月 台風16号の被害

147戸床下浸水

90戸床上浸水

7.1ha浸水実績

凡例

147戸床下浸水

90戸床上浸水

7.1ha浸水実績

凡例

●整備効果

平成16年の台風16号(8月）
台風18号(9月)の洪水を
安全に流下できるように
なります。

被害解消！

90

147

0

平成16年 台風16号(8月）

床上浸水対策緊急
特別事業実施施設

事業延長 250m

円山川激甚災害対策特別緊急事業

【完了予定事業】

円山川では、平成16年10月の台風23号により、死者５名、負傷者51名、浸水家屋被害10,332
戸（床上浸水4,974戸、床下浸水5,358戸）という甚大な被害を受けました。
この災害を受け、再度災害防止を目的に激甚災害対策特別緊急事業が採択され、河道掘削、
築堤、橋梁架替、堰改築、内水対策等を実施し、平成２２年度完成を予定しています。

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

：内水対策

：築堤

：防災拠点

：橋梁架替

凡例

：井堰改築

：河道掘削

床上浸水戸数4,974戸を
約3,700戸解消

整備位置図

排水機場

遊水池

防潮水門

※高潮の浸水防止のため、防潮水門閉鎖時の内水排
除として、洪水の一時貯留施設となる遊水池と排水ポン
プ２台を設置。

ＫＴＲ橋梁架替

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり
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直轄事業

補助事業



近畿圏の発展に向け、産業・観光等を支える地域内外の交流・連携ネットワークの強化、交通渋滞
の緩和、交通事故の減少、環境負荷の軽減、物流の効率化等を図るため、京奈和自動車道等の環状
道路の整備や近畿自動車道紀勢線、中部縦貫自動車道、京都縦貫自動車道、北近畿豊岡自動車道
等、基幹となるネットワークを構成する路線の整備を重点的かつ効率的に推進します。

基幹ネットワークの整備

Ⅲ．道路関係

歴史・文化を活かした地域づくり

近畿圏の
高規格幹線道路網図

※平成21年度末現在(想定)

アジア・世界と人・物・情報が交流する活力ある地域づくり

都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

近畿圏の環状道路ネットワーク

凡例

事業中

供用中

調査中

―２０―



近畿自動車道紀勢線
（田辺～すさみ）

L=38km
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坊

近畿自動車道紀勢線
（田辺～すさみ）

L=38km
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近畿自動車道紀勢線

■平成22年度 事業内容

・近畿自動道紀勢線（田辺～すさみ） L=38km
全線において、工事を推進。

紀南地域はH16年に『紀伊山地の霊場と参詣道』の一部として世界遺産に登録されるなど観光資源
の多い地域です。当事業の整備により、京阪神圏と紀南地域が高速自動車国道で結ばれ、各都市と
紀南地域との移動時間が短縮されることで、産業・観光の振興、生活圏・活動圏の拡大による地域の
活性化が期待されます。また、災害時には国道42号の代替路としての機能や救急医療にも力を発揮
する高速自動車国道であり、平成20年代後半の早い時期の供用に向けて引き続き事業を推進します。

近畿自動車道紀勢線（田辺～すさみ）

■紀勢線(御坊～南紀田辺)の開通により観光客が増加

約２割増加

・紀勢線が南紀田辺ICまで開通し
たことや、H16年の世界遺産登
録等により、沿線市町(田辺市、
上富田町、白浜町、すさみ町)で
はH15年度からH19年度で観光
客が約140万人増加しています。

・紀勢線の開通状況
H15.12月(御坊～みなべ)
H19.11月(みなべ～南紀田辺）

※中央防災会議「東南海、南
海地震等に関する専門調査
会」資料より作成

三次救急医療施設(南和歌山医療センター)への緊急患者の搬送
時間が短縮されます。（約60分→約29分：約30分短縮）

観
光
客
数
（
万
人
）

供用済

事業中

計画・予定

国道42号津波
浸水区間（紀南管内）※１

凡 例

世界遺産

供用済

事業中

計画・予定

国道42号津波
浸水区間（紀南管内）※１

凡 例

世界遺産

世界遺産 那智大滝

H15年度 H19年度

出典：和歌山県観光客動態調査

■緊急医療活動への貢献

■災害時の交通確保

■京阪神との交流促進に期待

※大津波発生時のイメージ

―２１―

すさみ町役場
江住支所

紀勢線利用の場合
約29分

約30分短縮

南和歌山

医療センター

国道42号利用の場合
約60分



最大渋滞長６km

最大渋滞長８km

和歌山下津港

最大渋滞長６km

最大渋滞長８km

最大渋滞長６km

最大渋滞長８km

和歌山下津港和歌山下津港

企業
跡地利用

関西国際空港二期
事業土砂採取跡地

阪南
ｽｶｲﾀｳﾝ

箱ノ浦
ランプ

60分60分阪南スカイタウン
（業務施設用地：25ha)

H16.6月の箱ノ浦までの部分
供用後、10社が進出　　

 業務施設用地契約数

H15年度：１件(0.3ha)
H16年度：１件(0.3ha)

H17年度：４件(1.0ha)
H19年度：６件(4.2ha)

企業
跡地利用

関西国際空港二期
事業土砂採取跡地

阪南
ｽｶｲﾀｳﾝ

箱ノ浦
ランプ

60分60分阪南スカイタウン
（業務施設用地：25ha)

H16.6月の箱ノ浦までの部分
供用後、10社が進出　　

 業務施設用地契約数

H15年度：１件(0.3ha)
H16年度：１件(0.3ha)

H17年度：４件(1.0ha)
H19年度：６件(4.2ha)

関西国際空港

大阪湾ベイエリア等の空港・港湾へのアクセス性や地域間の連携強化、慢性的な交通渋滞の緩
和を図るため、幹線道路ネットワークの整備を推進します。

産業・経済を支える幹線道路網の整備

アジア・世界と人・物・情報が交流する活力ある地域づくり

■平成22年度 事業内容

・国道26号第二阪和国道(大阪府阪南市箱作～大阪府泉南郡岬町淡輪) L=2.8km
箱ノ浦～淡輪ランプ（仮称）区間の平成22年度供用を予定。

■整備効果

関西国際空港や和歌山下津港

までの移動時間が短縮されること

で物流の効率化が図られ、新たな

企業立地等、地域の活性化が期

待されます。

泉州南部地域は国道26号の沿線に新興住宅地、商業・レジャー施設等が点在しているため国道
26号で慢性的な交通渋滞が発生しています。当事業は、国道26号の慢性的な渋滞緩和を図り、関
西国際空港等への移動時間の短縮による物流の効率化、地域の活性化に寄与する路線として、平
成22年度に一部区間の供用を予定しています。

第二阪和国道

トンネル工事施工状況

現道では慢性的な渋滞が発生

箱ノ浦ランプ北付近(和歌山方面)

―２２―



奈良県

三重県

大阪府

京都府

和歌山県

地域の生活を支える幹線道路の整備

安全で安心な日常の暮らしを支えるため、生活圏中心部への移動や救急活動に不可欠な生活
幹線道路ネットワークの整備を推進します。

人々が自律して快適で豊かに暮らせる地域づくり

■平成22年度 事業内容

・国道421号石榑峠道路（三重県いなべ市大安町～滋賀県東近江市黄和田町 ） L=4.5km
平成22年度全線供用を予定。
・国道168号十津川道路（奈良県吉野郡十津川村大字折立～十津川村大字高滝) L=2.3km
平成22年度一部供用を予定。

積雪による通行止めの状況
（１年の約１／３が通行不能）

■国道421号石榑峠道路

■国道168号十津川道路

国道421号石榑峠道路、国道168号十津川道路の現道は、幅員が狭く急カーブが続く線形不
良区間や、すれ違いが困難な箇所が連続しています。又災害や積雪による通行止めが発生し
ています。安心で安全な交通の確保、緊急医療機関へのアクセス向上など、地域の生活を支え
る幹線道路として、国道421号石榑峠道路（H22年度全線供用予定）、国道168号十津川道路
（H22年度一部供用予定）の整備を推進します。

国道421号石榑峠道路、国道168号十津川道路

すれ違い困難箇所の状況

崩土・落石による通行止状況
(十津川村小原 H17年10月)

幅員狭小・線形不良区間の状況

―２３―

平成22年度供用予定区間
(2/2車線全線完成)



当該箇所
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近畿平均

人々が自律して快適で豊かに暮らせる地域づくり

当該歩道橋（特定道路に指定）は、JR東加古川駅等の公共施設が近接しているため、高齢者等
多くの方々に利用されています。このため、バリアフリー化（エレベーター設置、平成22年度完成
予定）を推進します。

完成イメージパース現況写真（新在家横断歩道橋）

■平成22年度 事業内容

・国道２号新在家横断歩道橋整備事業（兵庫県加古川市新在家地先）、他６箇所

整
備
後

バリアフリー化の推進

国道２号 新在家横断歩道橋整備事業

現況写真

少子高齢化を踏まえ、誰もが元気に生活できる地域を目指し、高齢者・障害者も含め全ての
人々の行動を支えるため、バリアフリー化された歩行空間ネットワークの整備を推進します。
平成22年度は重点整備地区※においてバリアフリーの整備を推進します。

※重点整備地区：旅客施設、官公庁施設、福祉施設等の所在を含み、かつ、施設相互間の移動が通常徒歩で行われる地区等。

出典：平成18年度道路行政の達成度報告書（国土交通省）

府県別高齢化率の推移

出典：平成16年は総務省「平成16年１０月1日現在推計人口」、
平成37年は国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の
将来推計人口（平成14年3月推計）

高齢化率：全人口に占める６５歳以上の割合

32.2%23.2%和歌山県
30.0%19.1%奈良県
27.4%19.1%兵庫県
27.4%17.5%大阪府

28.6%19.7%京都府
24.5%17.5%滋賀県

30.2%22.2%福井県

28.7%19.5%全国

平成37年

（2025年）

平成16年

（2004年）

都道府県別（直轄国道）バリアフリー化率（平成18年度末）

■近畿圏の１ 日当たりの平均利用者数が5,000 人以上の旅客施設周辺の主な道路のバリア
フリー化率は65.4％（平成18年度末 直轄国道のみ）となっています。
■全人口に占める65歳以上の割合が平成16年（2004年）には19.5％に、さらに平成37年（2005
年） には28.7％にまで増大すると推計されています。

―２４―



当該箇所

人優先の安全・安心な歩行空間を形成するため、事故の危険の高い通学路等において、重
点的に対策を実施します。

通学路等における安全・安心な歩道空間の創出

人々が自律して快適で豊かに暮らせる地域づくり

整備前
（一般国道29号 宍粟市山崎町田井地先）

整備事例
（一般国道9号 京丹波町水原地先）

整
備
後

■平成22年度 事業内容
・国道29号 田井地区歩道整備事業（兵庫県宍粟市山崎町田井地先）、他34箇所

宍粟市山崎町田井地先の国道29号は小学校の通学路であり、児童の安全・安心な歩行空
間を形成するため歩道を整備します。

国道29号 田井地区歩道整備事業

歩
道
整
備
済

歩
道
整
備
済

整備済み約６割 未整備約４割

■近畿管内（直轄国道） 通学路全体延長 約294km

■整備イメージ

近畿地方整備局調べ（H21.3末）

―２５―



９号京都西共同溝

Ｌ＝3,320m 
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災害に強いライフラインの構築

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

共同溝は都市生活に必要不可欠な電話・電気・ガス・水道・下水道などのライフラインを道路

の地下にまとめて収容する構造物です。

共同溝を整備することにより、地下埋設物による道路の掘り返しを防止し、これらを集約する

ことにより道路空間の有効利用が図れます。また、共同溝は、台風や火災などの被害を受ける

ことがほとんどなく、また地震時も地上の構造物に比べ直接影響を受けにくいことから、ライフラ

インの安全性・信頼性を確保することが出来ます。

国道９号京都西共同溝は、道路交通が著しく輻輳する京都市下京区～西京区間での道路占
用工事等の度重なる道路の掘り返しを防止し、台風・火災・地震等から京都市のライフラインを
守ることを目的に整備を推進します。

国道９号京都西共同溝

■平成22年度事業内容

・国道９号京都西共同溝(京都市下京区中堂寺粟田町～京都市西京区上桂東ノ口町)L=3.32km
七本松通～西大路区間の共同溝、立坑の掘削工事に着手予定。

【 西大路～久世梅津北野線 】

■標準断面図

【 七本松通～西大路 】

・延長 ： 520m

・形状 ： 4.8m×2.1m

・延長 ： 2,800m

・内径 ： 4.8m

■共同溝イメージ図

共

同

溝

―２６―

完成（直轄国道）

凡 例
事業箇所(京都西共同溝）

企業洞道

完成（直轄国道）

凡 例
事業箇所(京都西共同溝）

企業洞道
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■平成22年度 事業内容

■高齢化する近畿直轄国道の橋梁

15年後には、近畿地方の直轄国道に

おける約６割の橋梁が建設後50年以上

を迎えることになり、計画的な維持管理

による延命化が必要となります。

橋梁定期点検で損傷箇所が発見された橋梁については、計画的に、クラック注入や炭素
繊維補強等の予防的補修を行い、橋梁の延命化を図っていきます。

平成20年度末までの橋梁定期点検結果より、早急に補修が必要である橋梁は約1,100橋
であり、平成22年度迄に約40％補修が完了する予定です。

亀裂

アーチ端支柱部材の腐食

・国道27号 万代橋橋梁補修（京都府舞鶴市浜地先）、他224橋

■予防的補修の対策事例

クラック注入による橋台の補修 炭素繊維による床版の補強

吊り材の腐食

高齢化する橋梁の予防的補修による延命化

近畿地方の直轄国道における橋梁は、その多くが万国博覧会の開催前後に集中して建設さ
れ、約20年後には、約６割の橋梁が建設後50年以上を迎え、計画的な維持管理による延命化
が課題となっています。

平成18年度には、橋梁点検において、奈良県の名阪国道山添橋で橋梁主桁に亀裂が発見
され、 平成19年度には滋賀県の国道１号白川橋で橋梁垂直部材に亀裂を発見し、予防的補
修を行っています。

平成22年度も引き続き、橋梁定期点検結果に基づき、計画的に予防的補修を行い、橋梁の
延命化を図っていきます。

ストック型社会への対応

■橋梁の予防的補修

【国道27号万代橋】【名阪国道 山添橋】

■橋梁点検で発見された橋梁の損傷事例

【国道１号 白川橋】

建設後50年以上の橋梁が占める割合の推移

出典：国土交通省調べ

建設後50年未満の橋梁 建設後50年以上の橋梁

※右図は近畿地方整備局管内の橋長15m以上の
橋梁を対象にしています。

―２７―



平成22年度 主な開通予定箇所

【直轄事業】

（２）一般国道

（1）地域高規格道路

（２）一般国道

―２８―

区　間
延長
（車線数）

1 大阪府 国道26号 第二阪和国道
阪南市箱作
　～泉南郡岬町淡輪

2.8㎞
(2/4)

2 滋賀県 国道161号 西大津バイパス
大津市南志賀
　～大津市横木一丁目

5.6㎞
(4/4)

3 滋賀県 国道161号 志賀バイパス
大津市北小松
　～大津市北比良

3.4㎞
(2/4)

4 奈良県 国道168号 十津川道路
吉野郡十津川村大字折立
　～同村大字高滝

2.3㎞
(2/2)

府　県　名 路　線　名 箇　所　名
区　　　間

区　間
延長
（車線数）

5 滋賀県 国道421号 石榑峠道路
いなべ市大安町石榑南
　～東近江市黄和田町

4.5㎞
(2/2)

6 兵庫県 国道29号 姫路北バイパス
姫路市相野
　～姫路市林田町下伊勢

1.5㎞
(2/4)

府　県　名 路　線　名
区　　　間

箇　所　名

区　間
延長
（車線数）

7 京都府 国道312号 宮津野田川道路
宮津市喜多
　～宮津市須津

6.4km
(2/4)

8 兵庫県 国道178号 余部道路
美方郡香美町香住区森
　～美方郡香美町香住区余部

5.3km
(2/2)

9 奈良県 国道168号 川津道路
吉野郡十津川村川津
　～吉野郡十津川村高津

0.6km
(2/2)

府　県　名 路　線　名 箇　所　名
区　　　間

区　間
延長
（車線数）

10 奈良県 国道308号 大宮道路
奈良市宝来
　～奈良市三条大路５丁目

1.9km
(8/8)

区　　　間
府　県　名 路　線　名 箇　所　名

（1）地域高規格道路

【補助事業】



◆平成22年度 開通予定箇所図

―２９―



Ⅳ．港湾空港関係

阪神港スーパー中枢港湾プロジェクトの推進

平成17年６月に設置された国際物流戦略チームの取り組みの一環として、スーパー中枢港湾
に指定された神戸港・大阪港において、世界トップクラスのコスト・スピード・サービス水準を実現
するため、大水深岸壁（水深１６ｍ）を備えた高規格コンテナターミナルの整備や臨海部物流拠
点の形成を図るとともに、コンテナターミナルのゲートオープン時間拡大及び内航フィーダー
サービス等の充実等のモデル事業の推進など、スーパー中枢港湾プロジェクトの仕上げに向け
た取り組みを行います。

《スーパー中枢港湾プロジェクトの事業効果》
■ 目 標 － 世界トップクラスのコスト・スピード・サービスの実現 －
・ 港湾コスト ； 現状より約３割低減を目指します。
・ リードタイム ； 現状２日を１日程度まで短縮（シンガポール港と同レベル）。

《平成22年度実施予定》
高規格コンテナターミナルの荷役機械等の整備を行うとともに、航路・泊地の浚渫等を引き続き
行います。神戸港においては水深１６ｍ化が実現します。

国際物流戦略チームの取り組み

スーパー中枢港湾「阪神港」、関西国際空港、広域幹線道路等の物流体系の広域的な
連携の強化を図り、国際物流のより一層の効率化を実現することにより、関西経済の活
性化を目指す。そのため、産学官が一体となって各種方策に取り組んでいます。

・各港連携による入港料の低減（H19.4実施）
・大阪湾諸港の一開港化実現によるトン税等の軽減（H19.12実施 阪神港誕生）

アジア・世界と人・物・情報が交流する活力ある地域づくり

大阪港神戸港 阪神港の連携強化！

◇夢咲トンネル

C10

C11

C12

航路・泊地

ＰC17

ＰC16

ＰC15

ＰC18

航路・泊地

航路

ＹＣ
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既存ストックの有効活用による地域経済の活性化への支援

近畿唯一の日本海側の重要港湾である舞鶴港の機能強化を図るため、舞鶴港前島地区
において、国内定期フェリーの大型化への対応として、既存の複合一貫輸送ターミナル
施設を水深９ｍに増深改良することにより、輸送を効率化し、物流コスト及び環境負荷
の低減を図ります。

アジア・世界と人・物・情報が交流する活力ある地域づくり

舞鶴港 前島地区 航路・泊地(水深9m)

岸壁(水深9m)（改良）

《事業の効果》
本事業の実施により、西日本と
北海道の間で増加する宅配便、原
乳、野菜等の大量の複合一貫輸送
に対して、大型高速フェリーの有
効活用が可能となり、輸送効率と
環境負荷の抑制に優れた国内物流
体系が確保されます。

《平成22年度実施予定》
岸壁の増深改良等を引き続き推
進します。

大阪国際空港の整備

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

航空における安全・安心の確保のため、空港等の耐震対策を計画的に実施します。
平成２２年度は、空港地下道について、耐震性の向上を図る改良工事を推進します。
また、大阪国際空港は整備から４０年を過ぎ、施設の老朽化が顕著であるため改良工事を
実施する必要があります。
平成２２年度は、空港基本施設（滑走路）について、航空機の安全運航を確保するため、機
能向上を図る改良工事を推進します。

Ａ滑走路

空港地下道

アスファルト舗設改良状況空港平面図

―３１―



京阪神都市圏における大規模地震発生時の緊急物資の広域輸送や応急復旧活動等の

災害対応力の向上を図るため、堺泉北港堺２区において、基幹的広域防災拠点としての

高次支援機能を担う緑地、港湾広域防災拠点支援施設、臨港道路及び近接する耐震強化

岸壁の整備を推進します。

また、平常時は臨海部の立地を活かして、住民が憩える親水性を備えた緑地として利

用されます。

なお、堺２区における基幹的広域防災拠点の主な機能は、①緊急物資の中継・分配機

能、②広域支援部隊の集結地・ベースキャンプ機能、③応急復旧用資機材等の備蓄機能

になります。

堺泉北港 堺２区 基幹的広域防災拠点整備事業の推進

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

想定される主な被害

○上町断層帯地震による被害想定
(平成20年5月中央防災会議・公表)
死者数 約４２，０００人（冬朝5時・風速15m/s）
経済被害 約７４兆円（冬昼12時・風速15m/s）
○東南海・南海地震による被害想定
（平成15年9月中央防災会議・公表)
死者数 約１８，０００人（夕方 5時・風速15m/s）
経済被害 約５７兆円 （夕方18時・風速15m/s）

堺２区 基幹的広域防災拠点整備事業
・基幹的広域防災拠点（緑地）
・臨港道路
・港湾広域防災拠点支援施設

・-7.5m岸壁（耐震）

広域支援部隊の集結地
広域支援部隊の

ベースキャンプ用地

臨時ヘリポート用地

物資輸送中継基地用地 港湾広域防災拠点支援施設

防災拠点
支援活動イメージ

《平成２２年度実施予定》
緑地の用地造成及び施設整備、耐震強化岸壁、臨港道路、支援施設棟を、平成23年度の
供用を目指し整備していきます。
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地震防災対策推進地域等における津波・高潮対策の推進

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

人命の優先防護を目的とした津波・高潮防災ステーションの整

備やハザードマップ作成支援などとともに護岸・防潮堤の耐震補

強を、福良港海岸、加太港海岸等にて平成２２年度も引き続き促

進していきます。

❏津波・高潮危機管理対策緊急事業

❏地震防災対策推進地域における地震・津波対策

今後30年以内に50～70%の確率で発生するとされている東南海・南海地震等が発生した場
合に、著しい被害が生じるおそれがある地震防災対策推進地域等において津波・高潮対策

を推進していきます。

防護区域

42

ＪＲ海南駅

主要交通施設が集積
（国道４２号、JR紀勢本線）

多様な産業集積
（鉄鋼・電力・石油精製等）

中枢機能が集積 （行政・防災関係機関）

海南市役所 海南消防署

病院

学校

海南警察署

◎

◎

可動式津波防波堤

津波防波堤水門 護岸（改良）

防護区域防護区域

4242

ＪＲ海南駅

主要交通施設が集積
（国道４２号、JR紀勢本線）

多様な産業集積
（鉄鋼・電力・石油精製等）

中枢機能が集積 （行政・防災関係機関）

海南市役所 海南消防署

病院

学校

海南警察署

◎

◎

可動式津波防波堤

津波防波堤水門 護岸（改良）

文里港海岸（神子浜新庄地区） 湯浅広港海岸（湯浅・広地区）

和歌山下津港海岸（海南地区）

【文里港海岸】

和歌山県田辺市に位置する文里

港海岸では、護岸高の不足より高

潮による浸水被害が懸念されてい

ます。このため老朽化が著しく機能

が低下している護岸を改良します。

【湯浅広港海岸】

和歌山県湯浅町と広川町に位置

する湯浅広港海岸においては、住

民の安全な生活を確保するため、

津波防波堤等の整備を促進してい

きます。

【和歌山下津港海岸】

和歌山県海南市における津波

浸水予測区域では、行政・防災

中枢機能や高付加価値製品製

造企業が集積しており、甚大な

被害の発生が危惧されています。

このため人命・財産はもとより、

これら施設の防護のため海岸保

全施設の整備を推進します。平

成22年度は、先行して護岸改良
を進めていきます。

平常時は、航行船舶の障害と
ならないように海底に格納し、
津波来襲時に海面に浮上させ
る。
津波終息後は、沈降させ再び
海底に格納する。

―３３―

津波防災ステーション（例）：福良港海岸（南あわじ市）



大阪湾ゼロメートル地帯等における浸水被害対策の推進

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

わが国有数の中枢機能が集積する大阪湾ゼロメートル地帯及びその周辺部において、大規

模な浸水被害を最小化するための護岸、防潮堤等の高潮対策事業を平成２２年度も引き続き促

進していきます。

【神戸港海岸】

平成１６年に相次ぎ来襲した台風を含め、高潮時

に冠水等の被害が度重なり発生しています。このた

め、一部に港町「神戸」の眺望に配慮した構造とし

つつ、胸壁整備の早期完成を目指しています。

【尼崎西宮芦屋港海岸】

排水設備の老朽化による信頼性低下が、内水排

除能力にも影響を及ぼしているため、施設の改良

整備を促進していきます。

【阪南港海岸】

岸和田水門は整備後２０年以上が経過し、操作

設備等の老朽化が著しいことから、設備関係の改

良整備を図ります。

【大阪港海岸】

都市直下型地震にも耐え得るよう、堤防の液状化

対策と併せて耐震補強を促進していきます。

❏大阪湾ゼロメートル地帯等における高潮対策

神戸港海岸（新港地区）
(胸壁の一部に眺望を配慮しアクリル板を使用)

阪南港海岸（岸和田地区）

尼崎西宮芦屋港海岸（海岸地区）

大阪港海岸（港区埠頭地区）

―３４―



海洋環境整備事業の推進（瀬戸内海）

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

瀬戸内海における航行船舶の安全の確保、海洋の汚染の防除、良質な海洋環境保全を

積極的に行うため、大阪湾・紀伊水道・播磨灘５，９００ｋｍ2で海面の浮遊ごみ・浮遊油の
回収業務を実施します。

《概要》
管内の２基地（神戸港、和歌山下津港）に海洋環境整備船３隻（海面清掃兼油回収船２隻

（Dr.海洋、はりま）、海面清掃船１隻（いこま）） を配置し、海面の浮遊ごみ・浮遊油の回収
業務を実施します。

《担務海域》
瀬戸内海（大阪湾、紀伊水道、播磨灘のうち、港湾区域・漁港区域は除く）

《油回収実績》 （明石海峡貨物船衝突事故）
平成20年3月5日、明石海峡航路東口付近において貨物船等3隻が衝突する事故が発生し、
海洋環境整備船３隻による油防除作業を実施し、油を約８ｔ回収しています。

100 20 30km

和歌山

香 川

奈 良

大阪

京 都

兵 庫

岡 山

滋 賀

徳 島

三 重

神戸港 「Dr.海洋」「いこま」

ごみ回収 3,000 km2

油 回 収 3,700 km2

和歌山下津港「はりま」

ごみ回収 1,500 km2

油 回 収 2,200 km2

凡 例

神戸港 (油)（Ⅰ Ⅲ）

神戸港 (ごみ)（Ⅰ）

和歌山下津港(油)（Ⅱ Ⅳ）

和歌山下津港(ごみ)（Ⅱ）

※港湾区域及び漁港区域は除く

大阪湾
播磨灘

紀伊水道

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

小松島港（四国地整）(ごみ)（Ⅲ Ⅳ）

海面清掃船「いこま」

海面清掃兼油回収船「はりま」

海面清掃兼油回収船「Dr.海洋」

油回収器による回収状況（明石海峡貨物船衝突事故）

管内の海洋環境整備船と担務海域図

浮遊ごみの回収状況
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フェニックス事業の推進（大阪湾）

都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり

大都市圏を中心に、内陸部での廃棄物処分場を確保することがますます困難となって

いるため、廃棄物の減量化、再利用の促進を前提に、廃棄物海面処分場の整備を推進し

ます。

《概要》
大阪湾において環境省と連携して、近畿２府４県の１７５
市町村から発生する廃棄物を処分する海面埋立処分場の
整備を推進します（事業期間：Ｓ61～）。

受入対象区域

大阪沖処分場整備状況

《H22年度実施予定》
各処分場において廃棄物の受け入れを進めるとともに、
合わせて護岸上部工事の進捗を図っていきます。

《事業の効果》
大阪湾フェニックス計画を推進することにより、長期的安
定的に廃棄物を適正に処理し、大阪湾圏域の生活環境の
保全を図るとともに、造られた土地については港湾施設等
の用地として有効に活用されます。

7,600万m3499ha計

平成21年10月受入予定1,400万m395ha大阪沖

受入中1,500万m388ha神戸沖

受入中3,100万m3203ha泉大津沖

受入中1,600万m3113ha尼崎沖

大
阪
湾

備 考廃棄物計画受入量処分場面積整 備 場 所

【処分場の規模】

大阪沖埋立処分場

姫路基地

大阪基地

尼崎基地

神戸基地

播磨基地

尼崎沖埋立処分場

神戸沖埋立処分場

和歌山基地

泉大津沖埋立処分場

津名基地

堺基地

泉大津基地

港湾施設の戦略的維持管理の推進

ストック型社会への対応

厳しい自然環境にさらされ老朽化が進む港湾施設では、所要の物流ネットワークの維

持・向上を図るため長寿命化計画を策定し、戦略的な更新・改良を図っていきます。

岸壁矢板の腐食、
上部ｺﾝｸﾘｰﾄのｸﾗｯｸ

岸壁ｴﾌﾟﾛﾝ舗装
の老朽化

舗装打替改
良
前

改
良
後

【戦略的維持管理の事例】

鋼矢板打替
上部工打替
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尼崎運河再生による魅力あるみなとづくりの推進（みなと振興交付金）

都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり

「２１世紀の尼崎運河再生プロジェクト」の目標である「自然と人と産業との良好な共生関係に
よる持続的発展が可能な“２１世紀の環境先進都市”の創造」の実現を目標に、係留施設等の施
設整備を行い、魅力ある親水空間を創造し、尼崎臨海部の活性化を図ります。

《Ｈ２２年度実施予定》
○基幹事業： 係留施設の整備

緑地等（干潟・浅場）の整備
○提案事業： 情報提供施設の整備

《事業の効果》
緑地等や係留施設の整備を行うとともに、

その施設を活用した社会実験等を行うこと
により、その来訪者数を増加させることで
尼崎臨海部の活性化を図ります。

武庫川駅

社会実験（試験運航）

係留施設

阪 神 高 速 湾 岸 線  

 尼ロック 

至
大
阪至

神
戸

 尼崎ｽﾎﾟｰﾂの森 

 松下PDP工場  尼 崎 の 森  

  中 央 緑 地  

緑地等

係留施設

係留施設
情報提供施設整備

基幹事業

提案事業

凡例

係留施設

【整備概要図】

宮津港 海域環境創造・自然再生等事業、侵食対策事業（海岸）の推進

都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり

京都府北部地域は、歴史・文化に彩られた景観が数多く残っており、なかでも天橋立は、白砂

青松の代表的景観として全国に名を知られていましたが、戦後は他の海岸と同様に砂浜の侵食

により、一時はその存在そのものが危ぶまれる状態になっていました。また、閉鎖性水域では汚

濁物質の蓄積が進行し、海域環境の悪化も招いています。このような観点から貴重な景観の維

持や環境の改善を行うため、適切な土砂管理のもと砂州の侵食対策や良質砂による覆砂を

行っており、平成22年度も引き続き事業を促進していきます。

宮津港

宮津港天橋立地区

《Ｈ２２年度実施予定》
○海域環境創造・自然再生事業
海浜（覆砂）

○侵食対策事業
人工海浜（養浜）

○海岸環境整備事業
突堤、人工海浜

―３７―



防災拠点でありながら、耐震性の基準を満たしていない既存の庁舎等について、耐震
改修を引き続き推進します。耐震化の推進については平成２７年度末までに耐震化率９
割の達成を目標としています。

防災拠点となる既存庁舎等の耐震改修の推進

Ⅴ．営繕関係

安全・安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり

田辺港湾合同庁舎（耐震改修） 奈良第１地方合同庁舎（耐震改修）

既存施設の免震改修の事例

免震装置の種類

リニアスライダー 鉛プラグ入り積層ゴム支承

―３８―



既存の合同庁舎等について、太陽光発電の導入や建物緑化が可能な施設に順次設
置を推進します。また、引き続き設備機器などの効率化等の環境負荷低減対策として設
備改修工事（グリーン改修）を推進します。

地球温暖化対策としての既存庁舎等のグリーン改修の推進

都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり

太陽光発電設備の事例 屋上緑化の事例

グリーン庁舎のイメージ図

―３９―



高齢者、障害者等すべての人が円滑かつ快適に施設を利用できるよう、ユニバーサ
ルデザインの考え方を踏まえ「官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準（平成１８
年３月）」に基づき、窓口業務を行う事務室の出入り口の自動ドア化、多機能トイレの設
置等による高度なバリアフリー化を目指した官庁施設の整備を推進します。

高度なバリアフリー化を目指した官庁施設整備の推進

人々が自律して快適で豊かに暮らせる地域づくり

高齢者、障害者に対応した便所の整備 既存低層庁舎へのエレベーターの設置

【高度なバリアフリー化のイメージ】

―４０―



Ⅰ．歴史・文化を活かした地域づくり
①歴史･文化･風土の保全･活用
・国営飛鳥・平城宮跡歴史公園 飛鳥区域 キトラ古墳周辺地区の整備促進（直轄）・・・ ４

②広域･国際観光圏の形成
・近畿自動車道紀勢線など、基幹ネットワークの整備（直轄）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０

Ⅱ．アジア･世界と人･物･情報が交流する活力ある地域づくり
①産業･経済を支える陸･海･空の交通網の強化
・近畿自動車道紀勢線など、基幹ネットワークの整備（直轄）(再掲）・・・・・・・・・・・・・・・・２０
・産業・経済を支える幹線道路網の整備（第二阪和国道）（直轄）・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２
・阪神港スーパー中枢港湾プロジェクトの推進（直轄）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０
・舞鶴港前島地区など、既存ストックの有効活用

による地域経済の活性化への支援（直轄） ・・・・・・・・・３１

②国内外の人･物･情報が活発に行き交う国際交流拠点の形成
・ＪＲ東海道線支線（大阪駅北付近）連続立体交差事業（補助） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５

③圏域内外の交流･連携の強化
・近畿自動車道紀勢線など、基幹ネットワークの整備（直轄）(再掲）・・・・・・・・・・・・・・・・２０

Ⅲ．都市と自然の魅力に親しめる持続可能な地域づくり
①都市の魅力を高めるための賑わい空間やゆとり空間の創出
・まちづくり交付金（ＪＲ奈良駅周辺地区）（補助）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７
・都市公園の整備（和歌山県営紀三井寺公園）（補助）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９
・地域の魅力・活力を向上させる地域連携事業（かわまちづくり支援制度）（補助）・・・・１８

②持続可能な地域づくりと生活圏の形成
・円山川、淀川における生態系の保全を促進する自然再生事業（直轄）・・・・・・・・・・・・１７
・大谷川床上浸水対策特別緊急事業（補助）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９
・近畿自動車道紀勢線など、基幹ネットワークの整備（直轄）(再掲） ・・・・・・・・・・・・・・・２０
・尼崎運河再生による魅力あるみなとづくりの推進（みなと振興交付金）（補助）・・・・・・３７
・宮津港など、海域環境創造・自然再生等事業、

侵食対策事業（海岸）の推進（補助）・・・・・・・・・３７
③環境負荷の低減と循環型社会の形成
・下水道処理場の整備（竜華水みらいセンター、なわて水みらいセンター）（補助）・・・・ １０
・大阪湾フェニックス事業の推進（補助）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６
・地球温暖化対策としての既存庁舎等のグリーン改修の推進（直轄）・・・・・・・・・・・・・・ ３９

Ⅳ．人々が自律して快適で豊かに暮らせる地域づくり
①全ての人々の行動を支えるﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの考え方を踏まえた空間の形成
・国道２号新在家横断歩道橋整備事業など、バリアフリー化の推進（直轄） ・・・・・・・・・２４
・高度なバリアフリー化を目指した官庁施設整備の推進（直轄）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０

②暮らしやすく､安全･安心な生活環境の創出
・阪急淡路駅周辺（連続立体交差事業、土地区画整理事業）（補助）・・・・・・・・・・・・・・・ ６
・国道29号田井地区歩道整備事業など､

通学路等における安全･安心な歩道空間の創出（直轄）・・・・・・ ２５
③どこにいても基本的な生活ｻｰﾋﾞｽを享受できる地域の実現
・国道421号石榑峠道など、地域の生活を支える幹線道路の整備（直轄）・・・・・・・・・・ ２３

索 引



Ⅴ．安全･安心な暮らしを支える災害に強い地域づくり
①自然災害への的確な対応
・住宅・建築物の耐震化（補助） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８

・地球温暖化による水災害の激化への対策（直轄・補助）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２
・河川整備計画 進捗点検（直轄）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２
・円山川、由良川下流部など、平成16年度災害の再度災害防止（直轄・補助）・・・・・・１３
・堤防の信頼性向上・まちづくりと一体となった高規格堤防の整備（直轄） ・・・・・・・・・・１４
・洪水被害から流域住民の暮らしを守るダム建設事業等（直轄・補助） ・・・・・・・・・・・・１５

・六甲山系における砂防施設の整備（直轄）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６
・近畿自動車道紀勢線など、基幹ネットワークの整備（直轄）(再掲）・・・・・・・・・・・・・・・２０
・国道9号京都西共同溝、災害に強いライフラインの構築（直轄） ・・・・・・・・・・・・・・・・・２６
・大阪国際空港の整備（直轄） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１
・和歌山下津港海岸など、地震防災対策推進地域等における

津波･高潮対策の推進（直轄・補助）・・・・・・３３
・大阪湾ゼロメートル地帯等における浸水被害対策の推進（補助） ・・・・・・・・・・・・・・・３４

②災害に対する広域的な安全性の向上
・防災公園の整備（大阪府営寝屋川公園、兵庫県営淡路佐野運動公園等）（補助）・・・９
・密集市街地の整備改善（補助） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８

・下水道ネットワーク幹線の整備（補助） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０
・都市計画道路 山手幹線の整備事業（補助）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１
・近畿自動車道紀勢線など、ネットワークの整備（直轄）(再掲）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０
・堺泉北港堺２区基幹的広域防災拠点整備事業の推進（直轄）・・・・・・・・・・・・・・・・・３２
・防災拠点となる既存庁舎等の耐震改修の推進（直轄） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８

③重大事故やテロなどに対する危機管理体制の強化
・海洋環境整備事業の推進（瀬戸内海）（直轄） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３５

Ⅵ．ストック型社会への対応
①計画的･効率的な社会資本の維持管理や更新とICT有効活用
・地域住宅交付金（ＰＦＩによる市営長曽根団地・深井中町団地建替等事業）（補助）・・・７
・河川管理施設の長寿命化対策（直轄） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６
・国道27号万代橋橋梁補修など、

高齢化する橋梁の予防的補修による延命化（直轄） ・・・・・・・・・・・・・２７

・港湾施設の戦略的維持管理の推進（直轄・補助） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６




